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要約
　体重過多、特に脂肪量の増加は、
慢性疾患と早期死亡のリスクを高

める。減量や体重管理に努める人々

に効果的な方法として、積極的に

身体活動やエクササイズを行なう

ことが推奨されている。体重管理

のためのエクササイズとしては、

従来、ウォーキング、自転車、水

泳など、カロリーを多量に消費す

る傾向のある有酸素性活動が重視

されてきた。しかし研究によると、

レジスタンスエクササイズも、有

酸素性運動とは異なるメカニズム

で、長期的な体重管理プログラム

に重要な役割を果たすことが示さ

れている。本稿は、現在推奨され

ている減量と体重管理のための活

動やエクササイズを考察し、さら

に、レジスタンスエクササイズの

潜在的役割について論じる。

体重過多と肥満の出現率と影響
　アメリカでは現在、成人の 69％が
体重過多であり（体格指数［BMI］≧ 25 
kg/㎡）、そのうち36%が肥満の基準に
該当する（BMI ≧ 30 kg/㎡）（13）。肥
満率は過去数十年にわたり急激に増加
したが、最近のデータでは、少なくと
も一時的には横ばいで推移している

（13）。これは心強い傾向には違いない
が、体重過多や肥満の割合を減らす努
力が公衆衛生上の優先課題であること
に変わりはない。健康増進と疾病予防
に焦点を合わせた全米規模の施策であ
る『Healthy People 2020』には、体重
過多や肥満の減少に関連のあるいくつ
かの目標が定められている（21）。
　『Healthy People 2020』によると、
体重過多や肥満は慢性疾病や早期死亡
と関連がある（21）。体重過多や肥満と
関連づけられる慢性疾患には、高血圧
症、2 型糖尿病、高脂血症、心臓病、
脳卒中、各種のがん、変形性関節症、

呼吸器疾患および胆嚢疾患などが含ま
れるが、それらに限られるものではな
い（2,12,21）。体重超過と全死因を含む
死亡率との正確な関係については、議
論の余地が残されている。体重過多と
肥満のレベルが高まるにつれて全死
因死亡率も高くなると報告した研究

（1,5）がある一方、Flegalら（14,15）は、
体重過多（BMI 25～29.9 kg/㎡）の影
響で死亡率が増加することはないと報
告した。しかしこれらの研究はいずれ
も、肥満（BMI ≧ 30 kg/㎡）になると
死亡リスクが上昇するという結論では
一致している。しかもこの死亡率の上
昇リスクは、肥満レベルが高くなれば
なるほど悪化する。
　この問題がいかに深刻かを示すさら
なる証拠として言及されるのは、しば
しば肥満の引き金となる不適切な栄養
摂取と身体活動（PA）の不足が、喫煙

（主に紙巻タバコと間接喫煙）に次いで
全米第 2 の「実質的死因」だという事実
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である（28）。驚くべきことに、アメリ
カにおける体重過多と肥満による経済
的損失は年間 2,150億ドル以上と推定
され、直接の医療費だけでも1,470億
ドルに上る（18）。

体重過多と肥満の管理
　現在、多数のアメリカ人が、推奨さ
れる BMI（18.5～24.9 kg/㎡）を超えて
いることは明らかである（13）。相当多
くの成人が減量に努めているとされる
が、減量を促すために必要な生活習慣
の改善に取り組んでいる人はきわめて
少ない（3）。さらに、少なくとも10％
の減量に成功した人の10名中 8 名は、
減量後の体重を 1 年間保持すること
ができない（40）。現行の臨床的な推
奨基準では、まず 6 ヵ月間に10％の
減量を達成することを目標とし、そ
の後 「2 年間の体重再増加が 3 kg 未満
であること、また少なくとも 4 cm の
ウエスト周囲径の減少を保持するこ
と」 を減量の成功と定義している（7）。
　生活習慣による減量と体重管理の対
策を検討する場合、アメリカスポーツ
医学会（ACSM：American College of 
Sports Medicine）、米国立心肺血液研
究所、米国立糖尿病・消化器・腎疾患
研究所および肥満学会はいずれも、次
の 3 つの重要分野に注意を向けるよう
勧告している（7,24）。

　1. 食生活
　1 日のカロリー摂取量を減らすこ

と。特に、脂質や単糖が多く含まれ、
必須栄養素が不足しがちな食物や飲
料を減らす。具体例としては、ポテ
トチップスなどのスナック類、炭酸
飲料、キャンデー、デザート、また
言うまでもなく、手軽な 「ファスト
フード」 の摂取を控える。

　2. 身体活動／エクササイズ
　大多数のアメリカ人は、身体活動
（PA）によって消費するカロリーが
あまりにも少ない。これが、高脂肪
／高カロリー食品によるカロリー
過剰摂取の問題をさらに深刻にし
ている。現行のPAの推奨基準を満
たしている成人は 45％にも満たな
い。また 36％は余暇に全くPAを行
なっていないことが報告されている

（21）。
　3. 行動改善

　この分野では、不適切な食事の選
択や非活動的な生活習慣に関連のあ
る、または原因となる行動を認識
し、それらの行動に好ましい変化を
もたらす対策の実施に取り組む。長
期的な体重管理を成功させるために
は、PAを一層困難にしている環境
課題（学校教育における体育の減少、
ウォーキング／自転車などに適した
安全帯の不足や大気汚染）、不適切
な栄養摂取の誘因（ファストフード
店や高カロリーの 「手軽な」 スナッ
クないしドリンクの氾濫、多くの大
都市市街地における新鮮な果物や野
菜の不足）などの問題を克服しなけ
ればならない。

　減量／体重管理に対して、このよう
に生活習慣全般にわたる包括的な対策
をとることにより、一人ひとりが長期
的な減量に成功する可能性も高まるだ
ろう。
　食生活と行動改善の基本的な重要性
を認識しつつ、本稿では特に、減量／
体重管理の助けとなるPA ／エクササ
イズの役割を考察することに重点を置
く。具体的には、まず減量／体重管理
の目的で行なう伝統的な有酸素性 PA

（ウォーキング、自転車、水泳など）に
関して現行の推奨基準を検討する。続

いて、総合的な体重管理の要素として
も期待される、レジスタンスエクササ
イズ（RE）の役割を考察する。

身体活動と健康
　1995年、アメリカ疾病対策予防セ
ンターとACSMは共同で、PAと健康
に関する画期的な勧告を発表し、「毎
日あるいはほぼ毎日、中強度の運動
を 30分以上行なうこと」を推奨した

（31）。この推奨基準は後に、1996年
に発表された 『身体活動と健康：公衆
衛生局長官報告書』や2000年に発表さ
れた 『Healthy People 2010』において
も支持された（36,37）。定期的なPAに
伴う健康利益としては、冠状動脈性心
疾患、高血圧症、肥満、2 型糖尿病、
骨粗鬆症、大腸がんと乳がん、不安
神経症とうつ病などの減少および全
死亡リスクの低下などが挙げられる

（6,33,37）。さらに、定期的なPAは高
齢者の身体機能と認知機能双方を増進
する可能性もある（33）。
　2007年、ACSMとアメリカ心臓協
会は、1995年の最初の推奨基準を
改訂し、より明確な基準を公表した

（19）。PAの週当たりの実施頻度に関
して、それまでの漠然とした基準が
見直され、より明確な基準が示され
た。すなわちPAの目標は、中強度（3
～6 METs）のPAを、1 日を通して累
積で30分、少なくとも週 5 日、毎週合
計150分実施することとした。1 日30
分のPAは 「累積」 できる（1 回10分以
上）という事実により、大多数の成人
にとって、PAが真に現実的で達成可
能な目標となった。さらに、より高強
度のPA（6 代謝等量以上）を安全に行
なえる人は、より少ない頻度やより短
時間のセッションでも、同程度の健
康上の利益を得られる可能性があると
された（19）。当初の基準も、また改訂
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か、週 75 分のより高強度のPA（「6マ
イル（9.7 km）/時のジョギング」）が有
効であり、また食生活の改善と組み
合わせれば減量に効果的であると結
論づけた。しかし、すでに減量を達
成した人が再増加を防止するための
PAの必要量ははるかに多い。再増加
を防ぐエクササイズの推奨量は、6 マ
イル（9.7 km）/時のペースのジョギン
グなら 1 日26分、3 マイル（4.8 km）/
時のウォーキングなら 1 日80分である

（33）。
　これらの目標継続時間はエクササイ
ズの強度によって異なり、強度が異
なっても体重管理に同程度の利益を保
証できるように設定されている。これ
は、前述のPAと健康に関する推奨基
準とも一致している（19）。体重管理に
最大限の成功をもたらすために必要な
PAの量は、健康増進に必要とされる
PAの量よりはるかに多いことは明ら
かである。表 2 は、PAと体重管理に
関する重要な文献の概要を示してい
る。

体重管理のための
レジスタンスエクササイズ
　REは一般に、筋量や筋力の増大を
目的に行なわれる（20）。筋量や筋力の
向上に加えて、REは身体組成、筋持
久力、骨密度、心臓危険因子、精神的
な健康、さらに好ましい代謝の変化
をもたらす（4,7,20,35–37,39）。広範囲
な文献レビューを行なった Strasser＆ 
Schobersberger は、結論として、RE
は身体組成の好ましい変化（脂肪量の
減少と除脂肪体重［LBM］の増加）をも
たらし、「肥満患者が運動トレーニン
グやエネルギー摂取制限後の減少し
た脂肪体重を保持する」ために役立つ
こと、また腹部肥満の減少に効果的で
あることを示した（35）。REのよく用

された推奨基準も、有酸素性PA ／エ
クササイズの量と質に重点を置き、健
康増進と疾病リスクの低下に関連づけ
た。上記の最低目標を超えてPAを行
なえば、さらに大きな健康増進効果を
期待できる可能性が高く、両者の間に
は用量反応関係があることが示唆され
る（19）。PAと健康に関する同様の推
奨基準は、その後も『2008 米国民の
ための身体活動ガイドライン』（32）、

『Healthy People 2020』（21）、および
2011年ACSM「健康そうな成人」のた
めの運動に関する公式見解（16）などに
より公表された。さらに最近の 「Let's 
Move」（27）や 「NFL Play 60」（29）など
の活動は、子どもの健康増進と肥満
予防のために、毎日60分の中～高強
度のPAを行なうことを目指している。
PAと健康に関する重要文献を表 1 に
まとめて示す。

身体活動と体重管理
　ACSMは、『成人の減量および体重
再増加の予防のための適切な介入策』
と題する公式見解を2001年に（24）、
その改訂版を2009年に発表した（10）。
最初の見解との一貫性を保ちつつ、最
新版は、特定の体重管理目標（体重増
加の予防、体重の減少、または減少体
重の保持）に基づいて、PAの推奨基準
を明確に示している。その推奨基準を
以下に要約する。

・週 150～250分の中強度の PAは、初
期の体重増加を予防するのに役立
つ。

・＞週 250分の中強度のPAは、「臨床
的に有意な」体重の減少をもたらす。

・減少体重の保持を強化するには、週
250～300分の中強度のPAが推奨さ
れる。（「約2,000キロカロリー/週」）。

　この見解において、公衆衛生基準で
ある週 150分の中強度のPAは、大き
な健康利益を提供し体重管理にも有益
であるが、減量と長期的な体重管理
の成功には、より多量のPAが必要で
あることを明記している。米医学研
究所は 2002年、十分な体重管理を行
なうためには、中強度のPAを 1 日を
通して合計 60分行なうよう提言した

（23）。このPAのレベルは 「全米体重
管理登録簿（National Weight Control 
Registry）」の報告とも一致している。
登録メンバーは、少なくとも30ポン
ド（13.6 kg）の減量を 5 年以上保持す
ることに成功している（40）。Leeらに
よる最新研究（26）では、体重増加を
未然に防ぐことに成功した34,000名
の女性を13年追跡調査した結果、彼
女たちが 1 日平均60分の中強度のPA
を行なっていたことを報告した。ま
た、Curioni ＆ Lourenco（8）は系統的
レビューにより、エクササイズとダイ
エットとの組合せが最も大きな減量を
もたらし、ダイエット単独よりも減量
保持の成功率が高いとの結論を得た。
一方、この研究結果からは減量を保持
することの難しさも明らかになり、ダ
イエットとエクササイズ併用群もダイ
エット単独群も、約 1 年で減少体重の
半分が再び増加した（8）。
　『2008 米国民のための身体活動ガ
イドライン』の準備として（32）、2008
年に『身体活動ガイドライン諮問委員
会報告書』が出版された（33）。この包
括的な記録は、PAの健康利益をエビ
デンスに基づいて調査したが、その利
益にはPAが体重管理に果たす役割も
含まれている。諮問委員会報告は、研
究文献の広範囲なレビューに基づい
て、初期の体重増加を食い止めるた
めには、週 150分の中強度のPA（「4
マイル（6.4 km）/時のウォーキング」）
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表 1　成人のPAと健康に関する重要文献

発行年と表題 発行機関 有酸素性活動の推奨基準／結論 レジスタンスエクササイズの推奨基準／
結論

1995：Physical activity and 
public health. A recommendation 
from the Centers for Disease 
Control and Prevention and the 
American Col lege of Sports 
Medicine（身体活動と国民の健康
－疾病対策予防センターとアメリ
カスポーツ医学会）（31）

ACSMと疾病対策
予防センター

1日に「累積で」30分以上のPAをほぼ毎
日か、できれば毎日行なう

有益性は認めているが、具体的な推奨基
準は示されていない

1996：Physical Activity and 
Health: A Report of the Surgeon 
General（身体活動と健康：公衆衛
生局長官報告書）（36）

米保健社会福祉省 有酸素性PAの目標は1995年のACSM/
CDCの基準に同じ

週 2 回以上

強度または継続時間の増加は、より大き
な健康利益をもたらす

2000：Healthy People 2010（37） 米保健社会福祉省 有酸素性PAの目標は1995年のACSM/
CDCの基準に同じ

週 2 回以上

高強度活動の目標を追加：週 3 回以上、
1日20分以上

2 0 0 7 ： P h y s i c a l  a c t i v i t y 
and  pub l i c  hea l t h  upda ted 
recommendations for adults
from the American College of 
Sports Medicine and the American 
Heart Association（身体活動と国
民の健康－成人のための最新推奨
基準、アメリカスポーツ医学会と
アメリカ心臓協会）（17）

ACSMとアメリカ
心臓協会

1日に「累積で」30分以上（1 回10分以上）
の中強度のPAを週 5 回
または
1日20分の高強度PAを週 3 回
または
中強度と高強度のPAの各種組み合わせ

連続しない 2日/週に、8～10種の大筋群
エクササイズを8～12レップずつ疲労困
憊まで行なう

上記基準を上回る活動は、より大きな健
康利益を提供する

2008：2008 Physical Activity 
Guidelines for Americans（2008 
米国民のための身体活動ガイドラ
イン）（32）

米保健社会福祉省 週150分以上の中強度のPA（1 回10分以
上の合計）
　または
75分以上の高強度活動
　または
中強度と高強度のPAの各種組み合わせ

週 2 回以上、中～高強度で大筋群エクサ
サイズを 8～12レップずつ行なう

上記基準を上回る活動は、より大きな健
康利益を提供する

2010：Healthy People 2020（21） 米保健社会福祉省 有酸素性PAの目標は2008年のガイドラ
インに同じ

レジスタンスエクササイズの目標は
2008年のガイドラインに同じ

2011：Quantity and Quality of 
Exercise for Developing and 
Maintaining Cardiorespiratory, 
Musculoskeletal, and Neuromotor 
Fitness in Apparently Healthy 
Adults: Guidance for Prescribing 
Exercise（一見健康な成人の心肺
系、筋骨格系、および神経系の体
力の向上と維持を目指す運動の量
と質：運動処方ガイドライン）（16）

ACSM 中強度の有酸素性活動（3～5.9 METs）
を1日30分以上、週 5 回以上、合計で週
150分以上
　または
高強度有酸素性活動（6 METs以上）を1日
20分以上、週 3 回以上（～週75分）
　または
中強度と高強度のPAの各種組み合わせ

各大筋群のエクササイズを週 2～3 回。
柔軟性、アジリティ、バランス、コーディ
ネーションの向上を図るエクササイズを
週 2 回以上取り入れることも推奨されて
いる

ACSM＝アメリカスポーツ医学会、PA=身体活動
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表 2　成人のPAと体重管理に関する重要文献

発行年と表題 発行機関 有酸素性活動の推奨基準／結論 レジスタンスエクササイズの推奨基準／
結論

1998：Clinical Guidelines on 
the Identification, Evaluation, 
and Treatment of Overweight 
and Obesity in Adults – The 
Evidence Report（ 成 人 の 体
重過多および肥満の認定、評
価、治療に関する臨床ガイド
ライン）（7）

米国立心肺血液研究所
および米国立糖尿病・
消化器・腎疾患研究所
の共同発表

当初は、30～45分の中強度のPAを週 3
～5 回行なうことを目標とし、長期的に
は1日30分をほぼ毎日、できれば毎日行
なう

なし

元北米肥満研究会、現
肥満学会も採用

2001：ACSM position stand
Appropr iate Intervent ion 
Strategies for Weight Loss 
and Prevention of Weight 
Regain for Adults（成人の減
量と体重再増加の防止を目的
とした適切な身体活動介入策
に関するACSMの公式見解）

（24）

ACSM 体重過多および肥満の成人は、余暇のPA
を当初は少なくとも週150分を目標とし、
最終的には週200～300分（週2,000キロ
カロリー以上）まで漸増させる

REを加えることが、食事単独または食事
と有酸素性運動の組み合わせ以上の減量
効果を提供するとのエビデンスは不十分
であり、したがって具体的な推奨基準は
示されていない

REのもたらす利益として、筋力および機
能の向上に言及

2008：Physical Act iv i ty 
G u i d e l i n e s  A d v i s o r y 
Committee Report（身体活動
ガイドライン諮問委員会報告
書）（33）

米保健社会福祉省 結論は具体的な体重管理目標と活動強度
により異なる

体重管理に関する具体的推奨基準の記載
はない

・初期体重増加を予防するためには：
6.4 km/時のペース（中強度）で週150分の
ウォーキング、または 8 km/時のペース

（高強度）で週75分のジョギング

・減量の促進：週150～300分 諮問委員会は研究レビューに基づいて、
REは除脂肪体重の増加を通して身体組成
の好ましい変化に寄与するが、減量や脂
肪量の減少には有意な効果はないと結論
づけた

・体重再増加の防止：5.8 km/時のペース
で1日80分か 6.4 km/時のペースで1日54
分のウォーキング、または 9.7 km/時の
ペースで1日26分のジョギング

2009：ACSM position stand 
Appropriate Physical Activity 
Intervention Strategies for 
Weight Loss and Prevention 
of Weight Regain for Adults

（成人の減量と体重再増加の
防止を目的とした適切な身体
活動介入法に関するACSMの
公式見解）（10）

ACSM 中強度のPA REを加えることが、食事単独または食
事と有酸素性運動の組み合わせ以上の減
量効果を提供するとのエビデンスは不十
分、よって具体的な推奨基準は示されて
いない初期体重増加の予防には週150～250分

が有益

減量には週250分以上 REは単独でも、また食事による減量プロ
グラムと組み合わせても除脂肪体重の増
加をもたらす

減量維持には週250～300分 REを有酸素性運動と組み合わせると、
RE単独プログラム以上に脂肪体重の減少
を促進できる

ACSM＝アメリカスポーツ医学会、PA=身体活動、RE=レジスタンスエクササイズ
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いられる様式には、バーベル／ダンベ
ルやレジスティッドバンド／チューブ
および筋力トレーニングマシーン、さ
らに様々な自重エクササイズが含ま
れる。PAと健康に関する公衆衛生推
奨基準も、定期的な筋力トレーニン
グを取り入れることを奨励している

（7,16,19,21,33）。
　REは健康面でも機能面でも相当大
きな利益をもたらすにもかかわらず、
超過した体重を減らすことに関して
は、単独ではあまり効果的とはいえな
い。しかもREと低カロリー食を組み
合わせても、低カロリー食だけで得ら
れる減量効果を上回る追加利益は得ら
れない（10）。だからといって、減量／
体重管理計画の一部としてREを利用
することは控えるべきだ、という意味
では決してない。REを取り入れても
短期的な減量を促進することはできな
いかもしれないが、身体組成の健康的
な変化（脂肪量の減少と除脂肪体重の
増加）をもたらすことで、長期的には、
体重管理に重要な役割を果たすと思わ
れる。
　Kirkらの注目に値する研究（25）に
は、短時間の高強度のREセッション
が体重管理に果たす潜在的な価値が
例示されている。この 6 ヵ月の研究
では、若い体重過多の成人が週 3 回
のREセッションに参加し、9 種目の
エクササイズを１セットずつ、85～
90％ 1RMの負荷で実施した。負荷が
大きいため、各エクササイズの完了
レップ数は必然的に 3～6 レップに制
限された。各ワークアウトに要した時
間は約11分であった。REの結果、レ
ジスタンストレーニング群の上半身と
下半身の筋力は約50％増加し、LBM
は2.7％増加した。コントロール群の
被験者と比較すると、レジスタンスト
レーニング群は、安静時代謝率（RMR：

resting metabolic rate）と睡眠時代謝
率（SMR：sleep metabolic rate）が ど
ちらも有意に増加した。さらに期待
できる結果として、レジスタンスト
レーニングにより、24時間のエネル
ギ ー 消 費（EE：energy expenditure）
の増加および安静時と睡眠時の呼吸商

（RQ：respiratory quotient）の低下が
認められた。このRQの低下は、エネ
ルギー源としての脂肪に対する依存
の増加を示唆している。RMR、SMR
および24時間EEのこのような変化は、
ルームカロリーメータを使ってエクサ
サイズの72時間後に測定した酸素摂
取量に基づくもので、LBMの増加に
影響を受けると思われた。この研究の
目的は減量を達成することではなかっ
たが、結果的に、体重管理対策の一部
としてREを取り入れることに対する
説得力のある裏付けを提供することに
なった。高強度で少量のREが、総合
的な体重管理プログラムの一部として
の潜在的な役割を果たすことは明らか
である。Kirkら（25）はこの研究にお
いて、エクササイズによって起こる運
動後過剰酸素消費（EPOC：exercise-
induced excess postexercise oxygen 
consumption）の影響は検証しなかっ
た。Schuenkeら（34）は、高強度のRE
がエクササイズ後最長38時間のEPOC
をもたらすことを証明した。一方、
Hedenら（22）は、最長72時間にわたり
EPOCとEE（約100キロカロリー /24
時間）が上昇すると報告した。したがっ
て、REによって生じるEPOCは 3 日間
にわたり上昇するが、そのレベルは
LBMの増加だけに起因するEEの上昇
レベルを上回るため、体重管理をさら
に支援できると思われる。
　低カロリー食と併せてREを行なう
ことの価値に関しては、心強い研究報
告が複数発表されている（4,11,17）。特

に重要なことは、カロリー制限食を
摂っている間、REはLBMの減少を抑
制し（11,17）、防止することさえ可能
である（4）という研究結果である。こ
れらの研究において、同じ低カロリー
食を摂取し、有酸素性エクササイズだ
けを実施した被験者はLBMの有意な
減少を経験した（4,17）。減量プログラ
ムの主な目標は、大抵、不健康な体脂
肪を減らすことであるため、脂肪の減
少を目標にしながら、健康的で機能的
な除脂肪組織の減少は最小限に抑えら
れるプログラムが理想的である。
　結果は一様とはいえないが、体重管
理において、想定可能なもうひとつの
REの利点は、減量期間中により高い
RMRを保持できることである。RMR
を高く保持することは、減量と長期
的な体重管理に大きな成功をもたら
すと考えられる。Wangら（38）による
と、1 kgの筋組織に対するEEは約13
キロカロリー /日であるのに対して、
1 kgの脂肪組織はわずか約4.5キロカ
ロリー /日である。したがって、筋組
織の減少を防ぎ、RMRをより高く保
持するREは、長期間の体重管理にとっ
て重要な対策であると思われる。
　Brynerらの報告（4）によると、12週
間の研究において、超低カロリー食

（VLCD：very low-calorie diet）を 摂
取し、週 3 回のREプログラム（10種目
のエクササイズを 8～15レップ、2～
4 セット）を行なった被験者ではRMR
が保持された。ところが、週 4 回の有
酸素性エクササイズ（20～60分の自転
車またはステアクライマー）と組み合
わせてVLCD を摂取した被験者では、
RMRの保持は認められなかった（4）。
しかしGeliebterらによる 8 週間の研究

（17）では、低カロリー食とRE（8 種の
エクササイズ、6～8 レップ、3 セット）
を組み合わせた被験者と、低カロリー
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食と有酸素性エクササイズを行なった
被験者で、同程度のRMRの低下が報
告された。この研究では、Brynerら
の結果に比べると、RE群がRMRを保
持できなかった。その理由としては、
研究期間が短かったこと、またトレー
ニング量が少なかったことが考えられ
る（4）。減量中のRMRの低下を抑える
REの効果に関しては、今後さらに調
査が必要である。
　有酸素性エクササイズで通常観察
される適応（V

4

O2maxの向上と脂肪体
重の減少）とREに典型的な適応（LBM
の増加、筋力の向上、RMRの増加）の
両方が、これら 2 つのエクササイズ様
式を組み合わせた運動研究において
報告されている（9,30）。有酸素性のみ

（9,30）、またはREのみ（9）のトレーニ
ングと比較すると、複合トレーニング
は体脂肪率（9）および脂肪体重の減少

（9,30）に対してより優れた効果が認め
られる。これらの研究からは、健康と
体重管理、両方の目的にとって最良の
エクササイズプログラムは、これらの
2 つの様式を組み合わせたプログラム
であることが示唆される。
　今後さらに研究が必要ではあるが、
総合的な体重管理プログラムにおいて
REが重要な役割を果たす可能性を示
唆する、信頼に足るエビデンスがすで
に存在する。食事のみ、または食事と
有酸素性エクササイズの組み合わせに
よる減量プログラムでは、RMRの低
下とLBMの減少がしばしば起こるが、
それらを抑制し、または防止すること
さえ可能なREの潜在的効果は興味深
く、さらなる研究調査を行なう価値が
ある。様々なレベルのカロリー制限を
様々なプロトコルの有酸素性エクササ
イズやREと組み合わせた研究を行な
うことにより、減量／体重管理に「最
適な」エクササイズの方法についてさ

らに洞察を深められるだろう。

まとめ
1. アメリカの成人の 3 分の 2 以上が体

重過多か肥満であり、慢性疾患と早
期死亡のリスクが高い。体重過多や
肥満は死亡率の上昇に加え、社会的
にも莫大な経済負担を強いている。

2. 有酸素性PAは健康に多様な利益を
もたらし、総合的な減量／体重管理
プログラムの最も重要な要素であ
る。

3. 最適な体重管理を目指す成人は、中
強度の有酸素性PAを中心に 1 日60
分のエクササイズを行なうことが奨
励される。より高強度のPAを実施
できる人は、1 日60分以下でも体重
管理の利益が得られる。

4. REは筋量と筋力の向上を促進する
が、そのほかにも貴重な健康利益を
提供する。PAと健康に関する最新
の推奨基準は、REを取り入れるこ
とを奨励している。

5. 有酸素性エクササイズとREを両方
取り入れたプログラムは、それぞれ
の運動様式の健康利益を同時に得る
ことが可能であり、また身体組成の
望ましい変化にとっても一層優れて
いると思われる。

6. 低カロリー食と有酸素性エクササ
イズおよびREを組み合わせた体重
管理法は、不健康な体脂肪を減らす
ためにも、また減量期に一般的に起
こるLBMとRMRの低下を抑制する
ためにも最良の組み合わせである。
総合的な減量／体重管理プログラム
にREを取り入れる最良の方法を決
定するために、今後さらに研究を進
める必要がある。◆
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